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令和８年度農業経営改善コンサルタント一覧 
No. 資格・分野 氏名 市町村 事務所名 

1 税理士 齋藤 登則 秋田市 齋藤登則税理士事務所 

2 税理士 田口  則雄 由利本荘市 税理士法人本荘税経 

3 税理士 宮原  和恵 大仙市 宮原和恵税理士事務所 

4 税理士 鈴木  典男 大仙市 税理士法人日本未来経営 

5 税理士 阿部 誠一 湯沢市 阿部誠一税理士事務所 

6 
社会保険労務士 

行政書士 
関 徹彌 秋田市 関社会保険労務士・行政書士事務所 

7 社会保険労務士 高橋  龍悦 大仙市 高橋龍悦事務所 

8 司法書士 石井 久 秋田市 石井久司法書士事務所 

9 中小企業診断士 小笠原 浩之 秋田市 中小企業診断士小笠原浩之事務所 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

１．コンサルタントのプロフィール 
 

税務 
氏名  齋藤 登則（さいとう たかのり） 

齋藤登則税理士事務所 所長 

 

住所  〒010-0965 秋田市八橋新川向 10-11 

電話  018-866-3277  ＦＡＸ 018-823-5063 

  E-mail t-saito@tkcnf.or.jp 

   ＵＲＬ http://www.tkcnf.com./tax-saito 

 

所属  東北税理士会秋田南支部 

経歴 

昭和 56年 秋田県立横手高等学校 卒業 

昭和 61年 明治大学商学部商学科 卒業 

昭和 62年 税理士試験合格 

昭和 63年 加藤法律会計事務所 入所 

平成 2年  税理士登録 

平成 4年  加藤法律会計事務所 退所 

平成 4年  齋藤登則税理士事務所 開設 

指導内容 

税務会計 

 

 

税務 
氏名  田口 則雄（たぐち のりお） 

      税理士法人本荘税経 代表社員 

 

住所  〒018-0129 にかほ市象潟町字才ノ神 18-3 

  電話  0184-43-2551  ＦＡＸ 0184-44-8284 

E-mail zeikeihonjou@thieia.ocn.ne.jp 

 

所属  東北税理士会本荘支部 

経歴 

昭和 44年 3月  秋田県立本荘高等学校普通科 卒業 

昭和 44年 4月  東京国税局管内税務署に勤務 

～昭和 49年 3月 

昭和 49年 4月  仙台国税局管内税務署に勤務 

～平成 11年 7月 

平成 11年 7月  秋田南税務署個人課税第１部門統括官 

～平成 12年 7月   

平成 12年 9月  税理士開業 

平成 14年 10月  税理士法人 本荘税経設立 社員税理士 

指導内容 

税務会計 
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税務 
氏名  宮原 和恵（みやはら かずえ） 

     宮原和恵税理士事務所 所長 

 

住所  〒019-1701 大仙市神宮寺字家後 18-2 

 電話  0187-72-3751  ＦＡＸ 0187-72-3752 

 E-mail zeiri@js6.so-net.ne.jp 

 

所属  東北税理士会大曲支部 

経歴 

昭和 58年 秋田県立横手高等学校     卒業 

昭和 62年 東北大学経済学部経済学科   卒業 

有限会社共和税経総合事務所 勤務 

平成 7年  税理士登録 

宮原和恵税理士事務所開設 

指導内容 

税務会計 

 

 

 

税務・労務 
氏名  鈴木 典男（すずき のりお） 

          税理士法人 日本未来経営 代表社員 

 

住所  〒014-0046 大仙市大曲田町 413番 

 電話  0187-63-2959  ＦＡＸ 0187-63-2991 

  E-mail norio@suzuki-tax.jp 

  ＵＲＬ www.suzuki-tax.jp 

 

所属  ＴＫＣ 

経歴 

国税局、税務署勤務を経て   

昭和 59年  税理士、行政書士事務所 開業 

平成 11年  （株）鈴木総合経営 設立 代表取締役 

平成 20年   社会保険労務士 登録 

    平成 27年    税理士法人 日本未来経営 設立 

指導内容 

中小企業の経営改善 

病医院から個人までの資産運用 

相続・事業承継対策 

税務対策等あらゆる相談に対応 

  農業所得者の経営改善指導 

  農業法人の運営指導 
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税務 
氏名  阿部 誠一（あべ せいいち） 

     阿部誠一税理士事務所 所長 

 

住所  〒012-0826 湯沢市柳町 2-4-3 

 電話  0183-72-2680  ＦＡＸ 0183-72-3883 

 

所属  東北税理士会湯沢支部 

経歴 

秋田県立湯沢高等学校 卒業 

法政大学経営学部   卒業 

小清水平税理士事務所 勤務を経て 

平成 11年 9月  阿部誠一税理士事務所を開く 

社会における活動 

秋田地方裁判所 司法委員 

湯沢簡易裁判所 民事調停委員 

商工調停士 

東北税理士湯沢支部 

指導内容 

税務会計 

事業承継コンサルタント 

管理会計 

 

労務 
氏名  関 徹彌（せき てつや） 

     関社会保険労務士・行政書士事務所 代表 

 

住所  〒010-0845 秋田市手形山南町 10-21 

 電話  018-835-0145  ＦＡＸ 018-835-0147 

 E-mail tet-seki@cna.ne.jp 

  ＵＲＬ http://www.cna.ne.jp/~tet-seki 

 

所属  秋田県社会保険労務士会中央支部 

       秋田県行政書士会秋田支部 

経歴 

昭和 37年 秋田県立秋田高等学校 卒業 

秋田社会保険出張所  採用 

昭和 58年 社会保険労務士試験  合格 

平成 12年 秋田県国民年金課   退職 

行政書士資格取得 

関社会保険労務士・行政書士事務所 開設 

指導内容 

労働保険・社会保険の加入手続き 

農業法人設立 

社会保険・労働保険・年金制度等の制度解説 

各種助成金請求手続き 
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労務 
氏名  高橋 龍悦（たかはし りゅうえつ） 

高橋龍悦事務所 所長 

 

住所  〒014-0032 大仙市東川字佐戸 40-3 

電話  0187-62-3134  ＦＡＸ 0187-62-5828 

 

所属  秋田県社会保険労務士会会員 

経歴 

昭和 45年 8月 社会保険労務士 資格取得 

昭和 46年 3月 秋田経済大学 卒業 

昭和 54年 4月 山田社会保険労務士事務所 開設 

平成 3年 3月  人事労務相談専門 有限会社ベストビジネス 設立 

平成 18年 8月  高橋龍悦事務所に社名変更 

平成 21年 8月 現在 高橋龍悦事務所代表 

       (有)ベストビジネス代表取締役 

指導内容 

労働基準法 

雇用保険法 

健保厚生年金法 

人事、労務相談 

 

 

 

登記 
氏名  石井 久（いしい ひさし） 

 

住所  〒011-0945 秋田市土崎港西三丁目 12番 3号 

 電話  018-847-0654  ＦＡＸ 018-847-0651 

E-mail nqg33195@nifty.com 

 

所属  秋田県司法書士会秋田支部 

経歴 

昭和 52年 3月 中央大学卒業 

昭和 61年 7月 司法書士業務開始 

 

指導内容 

    登記手続 
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経営・労務 
氏名  小笠原 浩之（おがさわら ひろゆき） 

中小企業診断士 小笠原浩之事務所 代表 

 

住所  〒019-2111 大仙市土川字上雨堤 2-7 

 電話  0187-73-5248  ＦＡＸ 0187-73-5249 

 E-mail  ogasawara.hiroyuki@outlook.jp 

 

所属  一般社団法人 秋田県中小企業診断協会 

経歴 

平成 9年 1月  社会保険労務士 登録 

平成 15年 1月  行政書士 登録 

    平成 23年 10月  中小企業診断士 登録 

 

指導内容 

事業計画策定に関する支援 

経営改善計画策定・実行に関する支援 

経営力強化のための労務管理制度構築に関する支援 

超高齢社会における高年齢者雇用のための技術的支援 
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2. コンサルタント活動要領 
 

令和８年度農業経営改善コンサルタント活動要領 
 

令 和 ８ 年 ５ 月 

 （一社）秋田県農業会議 

秋田県農業再生協議会 

第１ 趣旨 

燃油や生産資材価格の高騰と気象災害の激甚化等、近年の社会情勢は担い手の農業経営

を脅かす状態となっている。加えて、担い手の減少と不足は深刻であり、地域農業の持続

的発展のためには、担い手の育成・確保を実現していくことが重要な課題となっている。 

こうした中、本県では、さらなる生産性の向上や様々な変化への対応に取り組むため、

担い手の育成・確保や企業的経営体の育成、スマート農業の普及拡大や大規模生産団地の

整備など、生産性・収益性の高い複合型生産構造の確立を推進することとしている。 

一方、本県の地域農業の担い手となる認定農業者や農業法人等は、労働力の確保や次世

代への経営の継承など多くの課題を抱えており、こうした経営に関する専門的な立場から

の支援が必要である。 

このため、農業者及び農業者の経営改善・発展に向け取り組んでいる県や市町村・地域

農業再生協議会等（以下「実施主体等」）の活動を支援するため、『農業経営改善コンサ

ルタント（以下「コンサルタント」）』を設置する。 

 

 

第２ コンサルタントの設置 

認定農業者や農業法人等地域の担い手が抱える課題等を考慮し、専門的知識を有する者

を『コンサルタント』として委嘱し、実施主体等へ派遣する。 

◇ 税理士 

◇ 社会保険労務士 

◇ 中小企業診断士 

◇  司法書士 

◇ その他農業経営に関する専門的知識を有する者 

 

 

第３ コンサルタントの委嘱 

コンサルタントの委嘱は、秋田県農業再生協議会の構成員である一般社団法人秋田県農

業会議が行う。 

 

 

第４ 業務の内容 

１．実施主体等の主催する研修会での指導・相談 

２．担い手の経営改善（税務・経営分析）に関する指導 

３．担い手の労務管理（労働法規・雇用）に関する指導 

４．会社設立（登記手続き）関する指導 
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第５ 派遣費用 

１．コンサルタントの派遣費用は、実施主体等が負担するものとする。 

 

２．派遣費用は、実施主体等が次の区分に応じて負担する。これ以外の費用については負

担しない。 

（１）謝金 

①経営改善・経営継承指導（相談含む）  ３０，０００円（税込） 

②研修会での講演（講演時間１２０分まで）３０，０００円（税込） 

③研修会での講演（講演時間１２０分以上）５０，０００円（税込） 

（２）旅費 

コンサルタントの所在地から派遣依頼場所まで、実施主体等の旅費規程に基づ

き支給する。 

 

 

第６ 派遣手続等 

１．実施主体等は、支援が必要な者（認定農業者、農業法人、集落営農組織など）がいる

場合は、コンサルタントへ連絡し日時や場所、内容等について派遣調整を行う。 

 

２．実施主体等は、コンサルタントとの調整が完了した後、実施日の１週間前までに別紙

様式１「農業経営改善コンサルタント派遣申込書」を農業会議に提出する。 

 

３．実施主体等は、事業実施後１週間以内に、別紙様式２「農業経営改善コンサルタント

派遣実施報告書」を農業会議に提出し、活動内容を報告する。 

※ 当日使用した資料がある場合には添付すること。 

 

４．実施主体等は、第５に基づき派遣費用をコンサルタントに支払うものとする。 
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【別紙：様式１】 

※実施日の１週間前までに農業会議に提出 

提出日：令和   年   月   日 

 

農業経営改善コンサルタント派遣 申込書 
 

一般社団法人秋田県農業会議  御中 

 

（実施主体名、派遣依頼主体名等） 

 

農業経営改善コンサルタントとの派遣調整が完了したので、次のとおり申込書を提出します。 

 

１．日時・場所 

① 日時：令和    年    月    日（  ）     ：     ～    ：   

② 場所：（名称）                          

（派遣先住所）                       

 

２．相談の内容、研修会の名称等（以下の該当するものを○で囲む） 

経理（税務等）研修、労務管理研修、マーケティング研修、経営分析・診断、法人設

立、その他         ） 

研修会の場合：名称                       

 

３．参集者（又は対象者）並びに出席予定人員 

① 参集者：                            

② 予定人員：     人 

 

４．依頼内容 

① 依頼時間     ：   ～   ：   （   分間） 

② コンサルタント名：                  

③ 依頼内容                                 

 

５．実施主体等の担当者 

① 所属名：                            

② 職 名：                   

③ 氏 名：                   

④ 連絡先：℡                             
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【別紙：様式２】 

※１ 実施後１週間以内に農業会議に提出 

※２ 当日使用した資料や相談内容等を整理した資料がある場合には添付 

 

提出日：令和   年   月   日 

 

農業経営改善コンサルタント派遣 実施報告書 
 

一般社団法人秋田県農業会議 御中 

 

（実施主体名、派遣依頼主体名等） 

 

農業経営改善コンサルタントの派遣を受け、相談活動等を実施したので次の通り報

告します。 

 

１．依頼時間 

令和    年    月    日（  ）     ：     ～    ：  （   分間） 

 

 ２．依頼場所 

（名称）                                   

（派遣先住所）                                

 

３．コンサルタント名                                 

 

４．当日出席者 

人数：          人 出席者名：                   

 

５．相談内容、講演内容等 

                                                             

                                          

 

６．今後の課題等 

                                                                           

                                                                            

 

７．実施主体等の担当者 

所属名：               職 名：                 

氏 名：               連絡先：℡                      
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【派遣手続きフロー】 
 

 

 

① 実施主体等がコンサルタントに連絡し、派遣を希望する日時や場所、内容に

ついての調整を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

② 実施主体は、コンサルタントとの派遣調整が完了後、実施日の１週間前まで

に別紙様式１「農業経営改善コンサルタント派遣申込書」を農業会議に提出す

る。 

 
 

 

 

 

 

 

③ 実施主体等は、実施後１週間以内に、別紙様式２「農業経営改善コンサルタ

ント派遣実施報告書」を農業会議に提出し、活動内容を報告する。 

※ 当日使用した資料がある場合には添付する。 

 

 

 

 

 

 

 

④ 実施主体等は、農業経営改善コンサルタント活動要領第５に基づき派遣費用

をコンサルタントに支払う。 
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担い手の確保・育成対策の一環として、意欲ある多様な担い手の農業経営を支援するため、経

営管理や税務・会計処理、労務管理、会社設立支援などに精通した専門家の方々を農業経営改善

コンサルタントとして委嘱しております。 

認定農業者、農業法人、集落営農組織等の担い手をはじめ、担い手を指導・支援する県や市町

村、農業再生協議会等の担当者の方々におかれましては、自身（自社）の経営発展や指導・支援

する担い手に対する相談活動や研修会の講師等として農業経営改善コンサルタントをご活用くだ

さい。 

（一社）秋田県農業会議 担い手・経営対策部 

電話  ０１８－８２３－２７８５ 

ＦＡＸ ０１８－８２３－７３６１ 


